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1.はじめに 

近年，我が国では様々な自然災害が多発しており，今もその危険に曝されている．例えば，東北地方太平洋沖地震に

よる津波や液状化，土砂災害，また，2018年 7月に発生した西日本豪雨による洪水や土砂災害などで被災した地域は甚

大な被害を受けた．わが国では国土の脆弱性を再認識するとともに国民に対して防災・減災への意識向上を呼び掛け，

国土の強靭化に向けた議論を行っている．しかし，自然災害への対策は，災害が発生してから行うのでは遅く，それぞ

れの地域の災害に対する脆弱性の違いを事前に把握し，災害対策を行うことが，被害を最小限に抑えるために大切であ

る．よって，自然災害が多発する我が国において，自然災害に対し安全な国土を形成するには，潜在的な自然災害に対

して，ハードウェア対策とソフトウェア対策のそれぞれがどの程度の抵抗性を示しどの要因が不足しているのかを定量

的に示すことのできる安全性指標が必要不可欠である．このような社会背景の中，自然災害に対する国家の安全度を計

る統一的な数量的指標である自然災害安全性指標Gross National Safety for natural disasters(GNS)1)の構想が提唱され，現在

更新および高度化が行われている．本報告では，東日本において市町村別GNSを更新した結果について報告する． 

2.GNSの概要 

GNSは以下の式を用いて算出する 1)． 

Risk (GNS) = Σ｛Hazard (危険事象) × Exposure (曝露) ｝× Σ Vulnerability (脆弱性)  (1) 

ここで，Hazardは自然事象が起こる頻度を意味するハザード，Exposureは事象の影響に曝されている人口割合，

Vulnerabilityは社会が内包する脆弱性を統合した値となっている． 

曝露量は，地震，土砂災害，津波，高潮，洪水，火山の計 6種類とした．曝露量の算出は，Q-GIS2)を用いて災害影響

範囲の人口割合に過去の発生状況から計算した頻度係数を掛けることで算出する．そして，各災害で算出した曝露量に

それぞれ重み係数1 6⁄ を掛け，6つの指標を加算して算出した．ここで頻度係数は，過去の災害発生件数から都道府県の

災害発生件数を Ni，47都道府県の発生件数の平均値を𝑁とおくと，0から 1の値を取る頻度係数 Fiを以下の式-(2)によ

って計算した． 
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今回，火山以外の 5つの指標については，市区町村別に災害曝露量を算出した． 

次に，脆弱性の指標をまとめたものを表 1に示す．脆弱性は，各市区町村でハード・ソフトウェア対策についてのデ

ータを更新可能な e-stat3)などから収集して算出した． 

表 1 脆弱性の指標のまとめ 

 

2.東日本の算出結果 

図 1～2に脆弱性指数の副指標のソフト対策（図 1），ハード対策（図 2）の算出結果を，図 3に曝露量指数の副指標の

うち，地震曝露量の市区町村別の算出結果をそれぞれ示す．以下，脆弱性と曝露量について詳細に考察を行う． 

2.1 東日本の脆弱性の算出結果 

東日本の脆弱性の算出結果を図 4に示す．分布している色が緑に近づくにつれて対策が進んでいることを示し，赤に近

づくにつれて遅れていることを表している．脆弱性評価のための副指標であるソフト対策（図 1）では北海道，東北地方，

長野県の一部地域で比較的対策が遅れている結果となった．また，ハード対策（図 2）では，総じて北海道の対策が遅れ

分類指標 副指標（データ）

住宅・公共施設 耐震化率（戸建て・公共）/木造割合/腐朽・破損

ライフライン 上水道耐震化率（管路・浄水施設・配水池）/40年過管率

インフラ 道路指数/橋梁修繕率

情報・通信 防災無線施設整備率/Jアラート整備率

物資・備蓄 食料備蓄(5項目)/飲料水備蓄/毛布備蓄/スーパー指数/コンビニ指数

医療サービス 10万人当たり医師数/10万人当たり病床数

経済と人口構成 財政力指数/ジニ係数/高齢者人口指数/被保護実人員割合

保険 地震保険加入率

条例・自治 土砂災害警戒区域指定率/ハザードマップ公開率/自主防災組織カバー率
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ている結果となっている．ハードウェア対策の副指標を確認すると，北海道で

は橋梁修繕率が相対的に低いことが影響していると思われる．これらの副指標

を加算した結果が図 4の脆弱性指数である．ハード・ソフトの両対策とも遅れ

ている北海道の脆弱性が高く，関東地方では比較的低い結果となった． 

2.2 東日本の曝露量の算出結果 

図 5に東日本の曝露量の算出結果を示す．図 5より，関東及び東海地方と北

海道の太平洋側の地域で曝露量が高い結果となり，日本海側の地域で曝露量は

低い結果となった．この結果は，図 3に示した地震の災害曝露量の傾向と一致

している．GNS算出にて地震の曝露量が災害曝露量全体に影響を与えること

は都道府県版にて指摘されている 4)が，市区町村別の場合でも同様の傾向を示

した．特に，東日本の中では静岡県の全域で曝露量が高い結果となった．な

お，地震以外では洪水や土砂災害の曝露量が高い長野県，静岡県，神奈川県，

埼玉県の内陸部も曝露量が高くなっている傾向が確認された． 

2.3 東日本の GNSの算出結果 

図 6に東日本のGNS算出結果を示す．分布している色が緑に近づくにつれ

て自然災害リスクが低いこと示し，赤に近づくにつれて高いことを表してい

る．図 6の結果は図 5や図 3の結果と似た傾向を示しておりGNSが災害曝露

量の中でも地震の曝露量に大きく影響を受けている結果となった．今回，地震

曝露量を市区町村別に細分化したことにより，より太平洋側での自然災害リス

クが顕著となった．他の地域では，長野県と北海道の太平洋側の地域に関して

は，曝露量，脆弱性共に結果が悪くなっていることから特に自然災害リスクが

高いということが分かる． 

3 まとめ 

今回，東日本において新たに市区町村別の地震曝露量の算出を行いGNSの

更新を行った．その結果，長野県や北海道の太平洋側の地域では脆弱性と曝露

量が悪く，自然災害リスクが高い傾向が得られた．今後，各市区町村の個別デ

ータの分析等を行っていく予定である． 
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図 1 ソフト対策 

 
図 2 ハード対策 

 
図 3 地震曝露量 

 

(％)

90
70
50
30

 

  
図 4 東日本の脆弱性 

 
図 5 東日本の曝露量 

 
図 6 東日本の GNS 
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